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経済社会のソフト化が進行するなかで情報と知識が付加価値の源泉となり、情報技術 (IT)産

業
1の

競争力が一国の存亡を決するといわれる2時
代をむかえている。そのような認識のもと各国は、

次代の産業競争力の優位を確立するために、IT産業、とりわけソフトウェア産業の振興に注力し

1こ こでいう「IT産業」とは従来から存在する各種の情報および通信に関係するハードウェア、ソフトウェ
ア産業をすべて統括する概念として用いている。具体的にこの概念に包括される基幹産業は、(1)情報通信
関連機器 (ハ ードウエア)製造業、9)ソ フトウェア製造および情報通信サービス業、侶)通信関係インフラ
提供業 (具体的には、電話およびケーブル関係)である。

2た とぇば、IT戦略会議は「IT基本戦略」(2000年 11月 27日 )のなかで「知識創発のための環境整備をい
かに行うかが、21世紀における各国の国際競争優位を決定付けることになる。」と分析 している。また、
2001年 10月 にWEF(世界経済フォーラム)が発表 したGlobal Competitiveness Report 2001-02(世 界
国際競争力報告)で 日本は世界 75カ 国・地域の中で現在の競争力を示す CCIで 15位、将来の競争力・成
長力を示す GCIで 21位 となっており、電子商取引関連法の整備や ITへの対応の立ち遅れが順位を落とし
ている。
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経済研究6巻 4号

ている。個々の企業においても、さまざまな競争戦略を展開することで競争優位を確立しようとし

ているが、とりわけ近年は国際的な企業間の提携関係の中で生き残りを模索する動きが顕著となっ

てきている。それらの傾向は日本や韓国においても同様である。

日本と韓国が地理的に近いのみならず、歴史的、文化的、経済的にも密接な関係を持ち続けてき

たことはいまさら言うまでもないことであろう。実際、産業やビジネスの世界でも製造業を中心と

する多くの分野で提携・合弁・販売協力など様々な関係が形成されてきた。しかし、一方で「近く

て遠い国」と形容されるように、物理的な距離と経済的な結びつきに比して、正確な相互理解が不

十分であることもまたたびたび指摘されるところである。

本稿では、日本の情報サービス関連企業、とりわけソフトウェア業が韓国の企業と実際にどのよ

うな提携関係を持ってビジネスを展開してきたかを整理した上で、今後のあるべき提携戦略を明ら

かにしたい。

ここでは、両国のソフトウェア企業がとる提携戦略を分析するのにあたって、戦略的提携論、お

よび組織間関係論の分析視角を援用し、なかでも資源の相互補完性に着目していくつかの類型化を

行う。一般に、戦略的提携 (Strategic Alliance)と は、「 2つ以上の企業が新たな事業機会を開

発するために、互いの資源を共有する組織編成」
3を

指 し、内容としては長期契約、相互株式所有、

合弁 (」oint Venture)な どさまざまな形態をとる。その中でも企業の内部要因を重視する立場を

とる経営資源アプローチでは、「希少性の高い経営資源の蓄積に向けて他社から経営資源を獲得し、

それらを他社の経営資源を利用して上手く活用し、自社の経営資源を経営環境に有利に展開させて

いくための手段」
4と 定義する考え方などがある。また、企業間の提携を組織間関係論からとらえる

と、「資源依存」、「組織セット」、「協同戦略」、「制度化」、「取引コスト」などの視点からとらえる

ことがで きる5が
、 本稿ではお もに資源依存パ ースペクテ ィブ (Resource Dependence

Perspective)の 視点から、日韓両国の企業がどのような資源依存=経営資源の獲得から提携を模

索したのかを、見ていきたい。IT関連の企業には規模の面では中小企業が多いが、資源的に制約

の多い中小企業では提携戦略を有効に活用することで企業の発展を大きく規定する可能性をもつと

いわれるため、こうした視角からの分析はある程度有効なものと考えられる。

3大滝精一・金井一頼・山田英夫・岩田智著『経営戦略』(有斐閣、1997年 )p179。 また、F.Bidault&T.
Cummingsは 、戦略的提携のメリットとして、「経営資源への接近」を挙げている。これは、提携関係を形

成するパートナー間でお互いの経営資源やコンピタンスを交換し、他の組織から学ぶための手段と定義され

る。彼らは戦略的提携の隠れたメリットとして、 1.お互いの強みを詳細に説明しあうことから派生するイ

ノベーション、 2.既存の強みを新しい状況下で適用するなかで明らかになる改善の可能性、 3.要求の多

いパートナーからの実行に対するプレッシャーを挙げている。(IMDイ ンターナショナル・ ロンドンビジネ

ススクール 0ペ ンシルバニア大学ウォートンスクール『MBA全集 5経営戦略』(ダイヤモンド社、1998年 )

第 6章)

4徳田昭雄「戦略的提携論―経営資源アプローチの援用一」『立命館経営学』第 40巻第 1号 (2001年 5月 )

pp.69-88

5山倉健嗣『組織間関係』(有斐閣、1993年 )
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企業の経営資源といっても多岐にわたるが、ここでは提携の目的が自社にない資源の獲得にある

という観点から、かなり単純化した類型化をおこなう。具体的には、個別企業の提携事例について、

1.場所=地理的活動領域 (韓国か、日本か、それ以外か)、 2.主体=提携のイニシャティブ

(韓国企業主導か、日本企業主導か、対等か)、 3.目的=提携領域 (販売、技術、それ以外か)と

いう二つの視点で類型化し、そのタイプごとの変遷を量的に把握することを通じて、 ミクロな企業

行動の累積からマクロ的な傾向を探ろうということである。

1.韓国におけるITの状況

日本と韓国両国の個別のソフトウェア企業における提携状況をみる前に、その前提として韓国の

IT環境の現状と情報サービス産業の概況について、日本との比較において把握しておきたい。

(1)韓国の:T環境

「日本より二、三年は先を行く」62000年頃から韓国の IT環境を評してこうした声が多く聞かれ

るようになってきた7。
事実、いくつかの指標、とりわけインターネットの利用においてここ数年

の韓国の躍進は著しいものがある。(表 1)韓国・統計庁の「2000年社会統計調査」によると、約

表 1.韓国におけるインターネット利用者の推移
(単位 :千人)

年 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2001

ユーザー数 1,634 3,103 10,860 19,040 22,230

出典 :韓国ネットヮーク情報センター (KRNIC)
Source:http://stat.nic.or.kr/english/iuser.htlnl

注 :2001年は6月 30日現在の数字。

図1.韓国におけるインターネット利用者数の推移
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6河信基『韓国 IT革命の勝利』(宝島社、2000年 12月 )p8
7韓国 IT研究会『なぜ日本は韓国に先を越されたか』(日 刊工業新聞社、2001年 6月 )な ど。
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1600万世帯のうち、2000年の時点で 46.2%がパソコンを保有 しており、これは 97年 と比べ約 60

%の増加である。また、ADSL8な ど大容量のデータを高速通信できるブロードバンド (広帯域)

通信
9の

利用は 2001年 3月 末現在で 500万人に達 しておりЮ
、100人あたり 10人 という利用率は

OECD加盟 30ヶ 国中 1位 Hで
世界一の普及率を示している。韓国政府は今後、政府・民間の資金

を合わせて 20兆 ウォン (約 1兆 9000億円)を投資し、2005年までに全世帯の 84%に 当たる 1350

万世帯に平均 20Mビ ット/秒のブロードバンド・ アクセス環境を普及させる計画を持っている。

この世界最高水準のブロードバンド・ アクセス環境の普及が韓国の IT環境の特徴といえよう。

また、インターネットの利用実態をみると、表 2のように、韓国のほうが日本より実際により長

く、多くのページにアクセスしていることがわかる。韓国の利用時間は月間で日本の利用時間の 2

表 2.2001年 1月 におけるインターネット全体の利用動向 (対当月の日韓比較)

日 本 韓 国

月間平均セッション数 16[コ 21回

月間平均訪間サイト数 10サ イ ト 27サ イ ト

月間平均ページビュー数 779ペ ージ 2,008ペ ージ

月間平均ネットサーフィン毎のページビュー数 48ペ ージ 96ペ ージ

月間平均利用時間 7時間56分48秒 16時間17分16秒

月間平均ネットサーフィン毎の利用時間 29分48秒 46分35秒

月間平均ページビュー毎の利用時間 37た少 291少

月間平均バナー広告クリック率 0.51% 0.5096

家庭での月間インターネット利用人口(推定値)注 15,430,818人 11,086,891人

家庭でのインターネット利用可能者数(推定値) 37,880,054人 22,322,758A

注。1月 1日 ～31日 の期間中に家庭から1度でもインターネットを利用した人数 (同一人物の重複訪間を除く)

出典 :ネ ットレイティングス社、ニールセン・ メディア・ リサーチ社、エーシーニールセン・ eレイティング

ス・ ドットコム社が世界規模で共同展開するインターネット利用者動向情報サービス「Nielsen//NetR

atings」 の 2001年 1月 度のグローバル・ インターネット・ メジャメント結果による。

8 ADSL(asymmetric digital subscriber line:非 対称デジタル加入者線)既存の電話の加入者線である銅

(メ タリック)線を利用した高速データ伝送方式で、上り回線に比較して下り回線を高速 (シ ステムによっ

て異なるが、概ね下りが 500 kps～ 8 Mbps、 上りが 64 kbps～ l Mbps)に して伝送を行う。上りと下りの

伝送速度が異なることから、「非対称」といわれる。既設の加入者電話回線をそのまま使うことができうた

め、設備投資が小さくてすむ。
9ブロードバンド伝送 :BrOadband trapsmissionと は狭義には、複数の信号を同一の伝送路 (ケ ーブルなど)

で送る方式を指すが、近年は、動画の伝送など単に高速度で大容量のデータ転送のことを指すことが多い。

ここでは後者の意味である。
10韓国の情報通信省は2001年 7月 13日、ブロードバンド0ア クセス・サービスの普及率についての速報値を

発表した。それによると、ADSL、 CATVイ ンターネット、マンション内LAN接続を合わせた総数は6月

末時点で 625万世帯 (内訳は、ADSLが約 350万世帯、CATVイ ンターネットが約 195万世帯、マンショ

ン内LAN接続が約 78万世帯)、 普及率は全世帯の約 4割に及ぶ。(日 経 BizTech 2001.7.13)
11数字は、東洋経済日報 (2001.4.27)に よる。
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倍以上である約 16時間であり、また、平均ページビュー数でも日本では月間平均 779ペ ージに対

し、韓国では2008ペ ージと約 2.6倍のページが閲覧されている。

調査を担当しているNielsen/NetRatingsア ジア・パシフィック担当者は、韓国でのこの利用頻

度の高さの理由として、インターネットサイトの増加、ブロードバンドによるインフラ設備の充実

度、インフラ設備の低料金、チャットの人気を挙げている。

(a韓国の情報サ…ビス産業の概況

以前から指摘しているように、韓国に限らず、一国の「情報サービス産業」の規模を明確に特定

すること、また、そうした数字を用いて国際比較を行うことはきわめて困難である。その理由の第

一は、情報サービス産業という概念に含まれる個々具体的な業務の内容が急速な情報技術の発展に

ともなって変化し続け、従来の「産業分類」などの範疇規定を超越していること (特に、コンピュー

タと通信の融合は電気通信事業と情報サービス業の境界を曖昧なものにしている)である。第二に、

ソフトウェア開発、あるいはコンピュータに関連したサービスという業務自体のもつ特性からくる

問題がある。Ellえ ば、多くのコンピュータメーカー、あるいはソフトウェア会社は「統合サービス

(あ るいはシステムインテグレーション)」 という形態でハードウェアとソフトウェアをまとめて販

売しており、売上上の区分は困難である。そのような限界がある2こ とを承知の上で、以下、韓国

と日本における当該産業の現況について簡単に触れておきたい。

WITSA(WOrld lnfOrmation Technology and Services Alliance)資料Bに よる韓国の情報

表 3.日 本と韓国の情報サービス市場規模と推移

売上 万US$
1995 1999

日本 56,280 51,887 50,077 47,190 54,718

韓国 1,680 2,304 1,945 1,623 2,496

1996/95 1997/96 1998/97 1999/98

日本 -7.8 -3.5 -5.8

韓国 -15.6 -16.6

出所 :(社)情報サービス産業協会・編『情報サービス産業白書 2001』

(コ ンピュータエージ社、2001年 5月 )、 p181。 原資料は、WISTA“Digital Planet 2000"(2000。 11)

12-例 |し て、国際連合が 1991年 に発表した“A MOdel Survey Of COmputer Services"は 各国個別に実施
されている当該産業の調査に対して、一定の指針を示 している。また、『情報サービス産業白書』(1996年
版)で も各種統計上において当該産業の範疇が異なっていることを指摘している。 (pp.40-42)さ らには、
各国個別に設定されている産業分類コードと国際標準で定められている分類コ‐ド (ISIC)の 調和化の問
題もある。

13『情報サービス産業白書 2001』 pp.179-180
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サービス産業の市場規模は1999年時点で 2496百万USド ル (ITサ ービス1744百万USド ル、ソフ

トウェア 752 USド ル)で あった。同資料による日本の市場規模は、54718百 万USド ル (ITサ ー

ビス 42494百万USド ル、ソフトウェア12224百万USド ル)であり、規模のみで見るならば韓国

の情報サービス産業は日本の 4～ 5%程度ということが言えるM。

また、ASOCIO(Asian― Oceanian Computing lndustry Organization)資 料 15に よる韓国の

情報サービス産業の市場規模は1997年時点で 4381百万USド ル、生産額で 4024百万USド ル、一

方、日本の規模は、市場規模が 65617百万USド ル、生産額が65669百 万USド ルで、ASOCIOの

統計では韓国の規模は日本の 6～ 7%程度ということが言える。韓国のソフトウェア産業の特徴は

内需の急成長によって拡大してきた点で、韓国内のソフトウェア市場は96年度には前年度比約

42.7%増・ という高い伸び率を示したが、その後の景気低迷によって 97年度は29%増 に落ち込ん

だものと見られている。なお、輸出は96年ベースで 3500万USド ルにとどまっており、統計から

も内需主導であることがわかる。

近年の韓国のIT産業を特徴づけるものとして、ベンチャー企業の急増と伸長が挙げられよう。

韓国では、1998年 7月 28日 に「ベンチャー企業の育成に関する特別措置法」が施行され、ベンチャー

企業創業にはさまざまな優遇措置がとられたr。 2000年 8月 末時点でこの法律第 2条で定義される

ベンチャー企業の総数は8254社に達し、その約半数が IT関連のベンチャーと見られているB。

14韓国の情報サービス産業についての概況は下記の通り。

「韓国の IT産業はいまだにハードウェア主体であるが、徐々にソフトウェアにシフトしつつある。ソウル

南部の Kangnam地域およびSocho地域は、中小ソフトウェア企業および製造業の集積地域であり、韓国

ソフトタウンとしての成長が見込まれている。韓国電子商取引リサーチ研究所は、韓国の電子商取引市場は

2000年で 5900億ウォン (4.9億 ドル)と なるとの予想を発表している。これほど大幅な増加が期待できる

要因として、BtoB市場ではこれまでコンサルティングや EDIに 限られていた企業の利用が調達手続や物流、

販売、カスタマーサービスに至るまで幅広い事業に利用されるようになったからとみられる。また、韓国情

報通信省は、韓国のインターネットユーザ数が 1999年 1月 の 310万人から11月 でほぼ倍の 600万人まで増

加しており、平均利用時間も長くなっていると発表した。韓国商務大臣は、経済危機で自信を失った韓国企

業の競争力強化のために、起爆剤として電子商取引を推進することにしており、政府も積極的に情報化支援

策を打ち出している。その一つとして商務省は1999年 、デジタル化推進アクションプラン「CyberKorea

21」 を発表している。これは今後 4年間で約 28兆 ウォン (約 229。 1億 ドル)を投資し、韓国に高速情報通

信インフラの設置とIT関連産業の育成を図るというものである。また同年、情報通信省は、6分野 (次世

代インターネット、光ファイバー通信、デジタル放送、無線通信、ソフトウェア、ハードウェア)に おける

4兆 1400億 ウォンの情報技術インフラ整備計画を発表している。」 (『情報サービス産業白書 2001』 、pp178)

また、IT産業の概況、インターネットビジネスや電子商取引の現状とITベ ンチャーについては、『アジア

のネットビジネス』(日 本貿易振興会、2001(平 13)年 3月 )な どがある。
15『情報サービス産業白書 1999』 p.234、 原資料はMIC/1H IT IS proleCt 1997
16 FKIIの調査 (1997.8)で は 36.8%。 別の資料では、97年 -15.6%、 98年 -16.6%と マイナスであったが、

1999年 は前年比 53.8%と いう高い成長を示している。
17こ ぅしたベンチャー育成策が必ずしも韓国経済の基盤強化につながっていないという評価もある。「政府は

ベンチャー企業育成の音頭をとるが、ベンチャーの名称を冠したインスタント起業家は政府補助金が目当て

だ。地道な技術研究開発は後回しだ。」 (地東旭「ネガとポジのコリア・ ルポ」『世界週報』時事新報社、

p.30)
18『APEC加盟国・地域のITベ ンチャービジネスの現状と展望―ITベ ンチャーの創出に向けて一』 (日 本貿

易振興会、2001年 2月 )pp.343-344
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表 4.日本と韓国の情報サービス業における提携状況

年月 韓 国 側 企 業 日本側企業 内 容 時代 場所 主体 目的 お も な 対 象 と す る 業 務

三星電子 ハ ドソン 技術輸出 K T 三星の3人の技術者が日本で共同開発、日本か
ら韓国へ輸出

1982.11 三星電子 図形処理技術研究所 販売提携 K CAD/CAM 日本製品を韓国で販売
朝 陽 争 紛 磯 日本 カ ンタムニ クス 業務提携 K T 字 校 用、 FAttSW開 発 合弁でオートコム社設立、SWの 70%を 製作

1983.02
エマージング・ イルシン・ コン

ピュータ (EIC)

日本コンピュータェン

ジニアリング (」CE)
共同開発 T オリンピック向け 日本での教育訓練、韓国内で共同受注

韓国情報産業協会 ソフトウェア産業振興協会 K 」 方韓代表団派遣
1984.08 聾 国 訛 分 竜 昇 野村コンピュータシステム 製品輸出 K SW開発支援システム 約 8万USド ルの輸出

1984.10 大韓造船公社 国際システム産業 合弁解消 K T 工場管理、プラント制御
1983.10に 設立 した合弁のシステム開発会社・
国際システム開発コリアを解散

1984.10 大 明 グレイン 業務提携 K 共同開発、韓国での販売、技術者の相互派遣

1984.11 韓国情報産業協会 情報サービス産業協会 K 韓国開催の「情報産業国際セミナー」に日本の

情報サービス産業協会が参加
1984.12 三星電子 高電社 販売提携 K PCttSW OEMで韓国内で販売
1985.01 双竜コンピュータ 日本コンピュータエンジニアリング 共同開発 T 工場制御用SW 共同開発契約締結

三星系列の機械メーカー 帝国データバンク 合弁設立 K 韓国データバンク社設立、SW開発要員育成派
遣、企業情報DB販売

1985.04 アパ レルメーカー 樫 山 製品輸出 K T SW アパ レル のSW技 術 供与

1985.04 情報サービス産業協会 韓国よリソフト技術者の研修受け入れ要請
1985.05 大明 アイ. ビー. ェス 業務提携 K 日本国内受注ソフトを国際分業で開発
1985.05 llI報 サ ー ビス産 業 協 会 韓国よリソフト技術者の研修受け入れ決定 (年 50人)
1985.06 リーコム・ ソフ ト・ バ ンク ダイナックス 業務提携 K FAttSW 韓 国 で の製 品販売 、 国 際 分 業

1985.07 韓国科学技術院
センチュリリサーチセ
ンタ、伊藤忠商事

業務提携 K 」 SWの相互提供、共同研究、計算サービス

8社のPCメ ーカー インターコム 販 売 提携 K S 通信SW OEMで韓国内で販売
1985.09 韓国情報 システム インテック 研修受入 K 日太 へ 結 術 秤 修 6

1985.12 ユニオンシステム デザイン・オートメーション 販売提携 K 」 PCttCADソ フ ト 1国 内で販売
1986.03 QniX 日本へのSW輸出を検討
1986.03 韓国情報産業 富士ソフトウェァ 合弁設立 K 」 T 国際分業
1986.04 同和国際商事 ア ドバ ンテス ト 合弁設立 K ICテ スター用SW SWサ ービスの韓国内での展開

現代電子産業、三星電子、三星半導体通信 インターコム K T 通信SW インターコムからエミュレータSWの OEM供給
1986.05 双竜ソフ トウェア・ データ 日本 システムサイェンス 販売提携 T プログラム言語 」ASPOLと 開発支援システムJASMACの販売委託と開発委託

韓国情報産業協会 情報サービス産業協会 互協力に関する協定調印
1986.07 ラッキーエンジエアリングカンパニー(LECl 東芝 業務提携 K 重電機器・ 発電プラント用SW ソフトウェア開発とメンテナンスをLECへ委託
1986.Og ラッキー金星グループ 日立製 作 所 販売 提 携 K 大型コンピュータ 金星社が日立のコンピュータを販売。
1986.Og ラッキー金星グループ 日立製作所 合弁設立 K ソフ トウェア開発 金星日立システムズによる開発・販売
1986.09 帝国データバ ンク 研 修受 入 9人を韓国から受け入れ、DB構築とSW開発を研修
1986.09 ソー ド現 地法 人 ソー ド 合弁設立 K ソフ トウェア開発 ソー ドコリアシステムズ設立
1986.12 三星半導体通信 エ アー K RDBMS ハングル版Unifyを OEM提供
1986.12 大林エンジニアリング センチュリリサーチセンタ 業務提携 K 科学技術計算サービス 国際回線を利用し韓国で技術計算サービス
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1987.01 現代電子産業 富士通 技術援助 T デジタルPBX 製造技術、SW使用権、主要部品の供与

1987.03 暁星データシステム 日立製作所 資本参加 K 小型機用SW開発 暁星―日立データシステムに改名

1987.04 韓国情報産業協会 情報サービス産業協会 第1回懇談会開催
研修受入が具体的なビジネスに結びついてヽ

ない問題点を指摘

1987.05 小野田の現法、韓国の専門商社 小野田セメント 合弁設立 K OA、 FAttSW 韓国オークス社設立、SWの販売、受託開発

1987.07 ユニオンシステム 千代田情報機器 業務提携 K スーパ ー ミニ コ ン用 APSW ユニオ ンシステムヘ開発委託、千代田へ研修受人

1987.07 韓国コンピュータ機器 藤 田情 報 シス テ ム 合弁設立 K 中小型用SW開発 「韓国ソフトウェア製造」社設立

1987.08 キャリーラボ K ゲームSW 韓国への開発委託
‐

1987.08 ロストワックスエ業 ソ リマチ `情報 セ ンター 合弁設立 K 農業園芸分野のSW開発 韓 国 ソ リマ チ の設 立

1987.11 双竜ソフ トウェア・ データ メルクス 業務提携 K FAプ ロセス制御用SW 技術供与、SW開発、合弁販売会社設立

1988.06 韓国標準協会 講談社経営総合研究所 業務提携 K 適 性 診 断 SW SWの韓国語化、コンサル技術の提供

三星半導体通信 東京コンピュータシステム 技術供与 K T CADttSW 米社製SWの韓国語版開発へ技術供与

1988.09 ジグレコー ド アシス ト 合弁設立 K ビジネス用パ ッケージSW ジグアシスト社設立、SW販売・保守

1988.10 キャドエンジニアリング ASAシ ステムズ 業務提携 K CAD/CAMttSW 販売提携、情報交換

1988.12 東洋ソフトウェア 電算 システム 業務委託 K 汎用アプ リSW SW開発の東洋ソフトウェアヘの委託

1988.12 二宝コンピュータ ライフボー ド 合弁設立 K 中小型、PCttSW SW販社設立

1989.01 大宇電子 ソニ ー 販売提携 K EWS「NEWS」 のOS ン`グル版OSの 販売

1989.01 新韓電子 Ef t"r;i 732'tf)v9, I 業務委託 K 新韓電子へ開発委託

1989.04 ゴードン・ テック エディックス 業務提携 K ノフトウェア技術者の確保

1989.08 情 報 サ ー ビス産 業 協 会 韓国 65社の紹介サービス開始

1989.09 ジグ・ アシス ト #^v^i^7, / sr- 販売提携 K TOAST 販亭・ 保 守

1989。 12 ンヽベックシステム 昌士 ソフ トウェア 業務委託 K PCttSW 富士ソフトウェアが開発を委託

1990.01 東洋ソフトウェア
電算システム、三井情

報開発など5社
合弁設立 一削 K

エミューインターナショナル社設立、水半分

業型技術移転をめざす

1990.02 不明 メイテック 一副 ソフトウェア輸入

現代電子産業 ヴァル研究所 一削 K ビジネス用PCパ ッケージSW ヴ社が現代に製品供給

1990.05 韓一 システム ダットジャパ ン 販売提携 一則 K K DBttSW 韓一がライセンス生産、販売

1990.05 =宝コンピュータ SRA 合弁設立 一則 K 金融系SW
日本で合弁設立 (SRA子会社に25%出資)、 日

本市場に参入

1990.05 大宇、大宇電子、大宇通信 一削 K 福岡ソフトリサーチパークヘ進出決定

1990.06 三星データシステムズ SCR 業務提携 一則 K DPTttSW ンヽグル版開発とライセンス供与

1990.08 三星データシステムズ IIM 販売提携 一則 K 運用効率評価SW 韓 国 で の製 品販 売

1990.09 KISK テスク 業務提携 一剛 K T 流通業向けSW テ社がKISKに出資し、SW開発技術を供与

1990.10 不 明 MSD、 JCEな どSW関連21社 合弁設立 90前 日本側49%出資 パシフィック・ システム社設立

1990.11 △qpTOrAOin pnrifir TnfntOrh C 、or輌 1lmヽ がシンガポール レーシア、タイ 韓国、中国、香i 台湾、日本のソフト会社で設立、日系企業のシステム開発を共同量生

1991.02 POSDATA ソフ トバ ンク 合弁設立 90前 PCttSW流通 SWの卸売専門会社SBKを設立

1991.08 大宇、大宇電子、大宇通信 現地法人 一副 K 福岡ソフトリサーチパーク内に「大宇福岡」社設立

1992.01 ダートシステム ダットジャパン 業務提携 Lotusア ドインSW 技術・ 販売 提 携

1992.04 ユニオンシステム SBC 技術供与 一則 K 」 T EDI SBCがユ社に技術指導

1992.OC 三星グループ、三星データシステムズ 東芝 技術供与 K T CIM、 生産管理SW 東 芝 が三 星 に技 術指 専

1993.04 デーコム NEC 業務提携 90前 PC通信サービス PC―VANと CHOLLIANの相互乗り入れ

1993.10 金星ソフトウェア、利川電機工業 東芝エンジニアリング 販売提携 K CADSW 韓国内で販売、保守

1993.12 大信情報通信 フューチャーテクノロジー 販売提携 一削 K 金融機関向けALM 韓国内で販売、保守

1993.12 汎亜情報システム 光栄 業務提携 K ゲームSW 韓国語版作成、販売
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1994.07 三星電子工業 ダットジャパ ン 業務提携 一則 K マルチメディアSW 韓国語版作成、販売
1994.1 仁光、日湖貿易 コナ ミ 合弁設立 K ゲームSW 韓 国 内で の販売
1994.12 カサンエレク トロニクス スコイア 販売提携 一削 3次元映像システム 力社製品の日本での販売、ソフト制作
1995.05 LGlv, lE =r7 ダットジャパン 業務提携 90後 エデュティメントSW LGのPCへ製品供給
1995.05 ビソンテック バンタンインターナショナル 販売提携 900資 K アニメベースのマルチメディア 韓 国 内 で の 販 売
1995.09 東芝計測 90後 パネル型PCの共同開発
1995.11 10 NETテ クノロジーズ NKB 業務提携 900資 インターネット対戦ゲームSW
1997.02 ミリネ

アンフィニ・ エンタティ
メント・ テクノロジー 業務提携 90つ資 ゲームSW 共同開発

1997.03 セイコム グリーンネット 合弁設立 90後 K 特許情報提供 グリーンネットコリア社設立、韓国内でサービス展開
1997.07 大宇 ム トウ 業務提携 900資 T 通信販売管理SW ノウハウ提供
1998 9*<=T ソパ ックシステム 販売提携 90後 K 地理情報 システム (GIS) GISソ フト「ジオマニア」の日本語版の開発販売
1998.01 ンヽコム 0サ ービス ソフマップ 販売提携 900資 K 韓国製SWの 日本での販売
1999.03 インターコム 90後 2002年 をめどに韓国メディアバレーに進出
1999.0[ Co Co R ソフ トバ ンク 販売提携 900資 K インターネット関連SW ソ社がX2Webを 日本で販売、日本語版作成
1999.OC ハンディソフ ト 住商エレク トロニクス 販売提携 90後 業務管理SW 住商エレ社がハンディソリューションを日本で販売
1999.06 コムテル アルファ・ オメガソフト 販売提携 900資 電話一体型マウス ア社がマウスフォンを日本で販売
1999.06 ナモ・ インタラクティブ 江守商事 販売提携 ホー ムペ ー ジ作 成 SW ナモ社製品を江守商事が日本で販売

1999.12 ビスコ f -r- 900資 K
コーエー・ コリア設立
ネットゲームの日韓同時展開

1999.12 イーネット・ コーポレーション エルテックス、翔泳社kコ ムテック 合弁設立 900負 電子商取引 (EC)サ イト構築SW 日本国内での開発・販売

1999.08
日韓デジタルコンテンツフェス

ティバル開催。
900資

2000.01 韓国人材開発院 バンタンインターナショナル 業務提携 ゲームSW 韓 国 内 で の人材 育成 支援

2000.02 Wamarket Commerce Svstem 不明 合弁設立 」 K オークションサイ ト
日本企業と合弁で日本法人を設立 し、逆オー

クションサイト事業を展開
2000.03 IMAGEOCD. COM データクラフ ト 販売提携 2000 K デジタル画像素材SW 韓国内での販売
2000.04 延世大学、現代セガエンターティメントなど ァジタルハ リウッド 合弁設立 K IT人材 育 成 延世デジタルハ リウッド社設立

2000.04 コマース 21(e― netの子会社) サイバーキャッシュ 業務提携 電子商取引 (EC)サイト
日本における電子商取引 (EC)サ イ トの構
築支援ビジネス

韓国のベンチャー企業 アルファ・ オメガソフト 技術提携 双万同TVシ ョッピングシステム インターネットとCTIを融合させた技術の共同開発
ティーマックスソフト K ミドルウェア (TPモ ニタ) 日本 にお け る販 売 子 会社 の設 立
アイーオンコミュニケーションズ ガイアックス 業務提携 K インターネットSW 日本国内での販売提携、共同開発
ユニテル、サムスン物産 ニフティ 業務提携 インターネットビジネス 各種サービスの共同利用、EC連携

2000.08 LGテ レコム ンヾダイ 業務提携 2000 画像配信サービス 携帯電話向けのキャラクター画像配信事業
2000.10 ネクソン、ネクソン・ ジャパ ン ソリッドネットヮークス 合弁設立 2000 K オンラインゲーム 日本 国 内 で のゲ ー ム事 業 展 開

2000.10 ハーンソフト
ビジネス0イ ンフォメ…ショ
ン0テクノロジー0ジ ャパン 業務提携 インターネットビジネス

インターネットソリューション事業に関する
包括的な提携

2000.lC IMRI、 シージーェス 合弁設立 K 多言語SW 合弁 会社 ユニ コテ ックによ る日本 TF場での販売

2000.lC アイマス 販社設立 K マーケティング支援SW 電子メール利用のマーケティング支援ソフト
の日本語化と販売

2000.10 イーポイント ネクステック 業務提携 K ゲーム配信サービス 韓 国 内 にお ける ネ ッ ト事 業 展 開

2000.11 CUCOM Linuxな ど ブルースター 合弁設立
IT関連のマーケティシグとコ

ンサルティング
日本で「イントレピッド・ マーケティング」
を設立 し、対日進出支援ビジネスを展開
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2000.1 2=./ 7 l.
ソニーコミューケーショ

ンネットワーク

当資、業務
提携

2000 K T 翻訳技術 日本企業の韓国企業への出資、技術開発支援

2000.12 イー oサ ムスンジャパ ン 2000 K 高速インターネットカフェ「ネッカ」の展開

2001.01 ェムプラス・ テクノロジー
エクスパートエヌ・イー

ジェイ・ ピー
業務提携 2000 K

アプリケーション・ サービス・

プロバイダー (ASP)事業

韓国内サーバーを用いた日本国内への事業展

開

2001.02 LGテ レコム オフィスノア 業務提携 T 配信技術、PDA 動画コンテンツの配信技術と次世代の携帯情

報端末 (PDA)の共同開発で提携

2001.02 ドリームセキュリティー レイヤーセブン 業務提携 セキュリティ技術
双方の技術情報を交換、互いの市場への進出
の援助。

2001.02 ―ンソフ ト
ビジネス・インフォメーショ

ン0テ クノロジー。ジャパン
業務提携 2000 ソヾコンルーム事業

IT教育 と知 的財 産 権教 育 を総 合 的 に行 う「 イ ノベ ー
シ ョン・ フ ァク トリー」 を 日本国 内で に展 開 し、教 育
カ リキュ ラムの提供 や専門講 師 を派遣 す る

2001.02
アジア・ ア ミューズ、 SKテ レ

コム、LGテ レコム
タイ トー 業務提携 2000 K ゲーム配信サービス

携帯電話向けの有料ゲームコンテンツ配信事

業

2001.03 イノティブ フジテレビジョン 技術導入 2000 K T 高 速 ブ ラウザ ー技 術 日本における「アイブラウザー」の独占利用権を獲得

2001.03 ン`ゲームジャパ ン ネットプライス オンラインゲームサービス ゲームコンテンツの配信

2001.04 ティーコムネット オープンループ 合弁設立 2000 T STB(セ ットトップボックス) 共同開発

2001.04 インディゴ 翼 システム 販売提携 K 帳票作成支援ソフト 韓国内における独占販売契約

2001.04
KCTメ ディア、崇実 (ス ンシ

ル)大学

デジタルエンタテイン

メントアカデ ミー
業務提携 K ゲームSW開発者育成

韓国内に設立されるゲームスクールヘの資本

参加、講師派遣、教育方法供与

2001.05 イー・ サムスンジャパ ン フリーウェイ 合弁設立 200C オンラインゲームサービス 要請ff7'シ     季発イ遭後

2001.05 ココ・ エンタープライズ カプコン 合弁設立 2000 ゲームSW開発
新 会 社 KOKO OCAPCOM(資 本 金 3億 3千
万 円 :コ コ 51%、 カ プ コ ン 49%出 資 )で 韓 国
市 場 向 けSW開 発 と販 売

2001.05 イーポイント ネクステック 技術供与 T オンラインゲームSW ネクステックからイーポイントヘのライセン

スとコンテンツの供与

2001.06 マークエニー
アイ・ ティー・ エック

ス
合弁設立 電子透かしシステム

新 会 社「
マ ー クエ ニ ー・ ジ ャパ ン」 (資本 金 2億5千万

鵬
=ス

ラ負テi最雲ζ>Fチ警雀奥暮≧異農畠
日本市

2001.06 ユニバーサルソフト情報通信
ロゴヴィスタ、ユニコ

テック
業務提携 翻訳サービス、翻訳SW 携帯電話、インターネットによる翻訳サービ

スの共同開発

2001.06
キュン 0イ ル・ インフォメーショ

ン 0テ クノロジー
構造計画研究所 販売提携 K 通信ネットワーク性能評価SW 韓国内における販売代理店契約

2001.07 カマ0デ ジタル0エ ンターテインメント エニックス 業務提携 K オンラインゲームSW 韓国内での販売ライセンス提携

2001.07 コマース 21(e― netの子会社 ) NEC 業務提携 K 販売系ECサ イト構築事業 ECサ イ ト構築SWの 日本国内における販売代理店契約

2001.08 韓 国 の 大 学 ジャスネットなど 視 察 団 の派 遣 韓国のIT技術者を日本へ派遣するための視察

2001.08 インテ リジェンスウェア グルーオン0パートナーズ 業務提携 T
EAI(エ ンタープライズ0アプリケーショ

ン・インテグレーション)ツ ール 共同開発

2001.09 メディアサープ、セキュリティ・テクノロジース オープンループ 販売提携 K 韓国製暗号SW 日本 国 内 で の 販 売 提 携 、 rll場調 査 の 共 同 実 施

2001.09 メディアワークス 北 海 道 日興 通 信 販売提携 2000 K インターネット放送SW 日本国内での販売提携

2001.09 ウィズゲート ハ ドソン 販売提携 K オンラインゲームSW 韓 国 内で の販 売提 携

2001.10 ゲームベンチャー、大元C・ I バンダイ 合弁設立 2000 オンラインゲームサービス
新会社「BandaiO GV」 (バ ンダイ60%、 ゲームベンチャー30%、 大

元10%出資)による日本国内でオンラインゲームサービスの展開

2001.11 ソフトウェア振興院0アイパーク東京 2000 セミナー「韓国コミュニティーサイトのトレンド」を開催

2001.12 セイヮール ド ランテックソフトウェア 共同開発 T HP作成管理SW 北 九 州市 と仁 川市 との産 業交 流 事 業 の一 環

蔵
璃
望
凝

０
藤

卜
巾

―
―
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出典 :日本経済新聞、日経産業新聞、日経テレコン21な ど。
注 :「時代」は4つ の時代区分を示す。「場所」はK=韓国、 J=日 本を示す。「主体」はK=韓国側企業主体、 J=日本側企業主体を示す。「目的」

はS=販売市場目的中心、T=技術・開発目的中心を示す。
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2。 日本と韓国ソフトウェア産業における投資・事業提携の状況

ここでは、韓国と日本のソフトウェア企業が今まで採ってきた様々な投資・事業提携の事例を見

ながら、時代的な変遷を見たい。表 4は、1982年以降 2001年 12月 までの期間で韓国と日本の情

報サービス関連企業が展開 してきたさまざまな提携を示 したものである。以下、 1980年代、

1990～94年、1995～99年、2000～ 2001年の四期に時代を区分し、それぞれの期間ごとにどのよう

な提携戦略が展開されてきたか、その特徴を明らかにする。

(1)1980年代における日韓ソフトウェア業の提携関係

…販売市場、人材供給地としての韓国

韓国と日本のソフトウェア企業が具体的な提携の動きを見せるのは1982年 頃
19か らと見られる

が、中でも84年後半から様々な提携や協力が見られるようになる。

・1983年  韓国 EICと 日本 」CEに よるソウルオリンピック向けソフトウェアの共同開発

日本でソフトウェア開発の教育訓練を行い、韓国内で共同受注を実施。

・ 1984年 韓国・大明と日本・ グレインによる業務提携。共同開発、技術者の相互派遣

01985年 韓国情報システムから日本・ インテックヘの技術研修派遣 (6人 )

01986年  日本の情報サービス産業協会 (」ISA)と 韓国情報産業協会 (KIIA)が相互協力協定

締結。

・1989年 」ISAが協会会員企業に韓国のソフトウェア企業 65社の情報提供開始。日韓情報サー

ビス産業協カセンターを設け、日韓分業の推進、技術者紹介を行う。

この時期の特徴として、①日本が韓国をソフトゥェアの販売市場として認識して韓国企業と販売

のための提携関係を持つケース、②韓国から技術者を受け入れ研修を通じて共同開発事業、国際分

業に取り組むケース、が挙げられる。とくに②は1985年 に」ISAが韓国から年 50人のソフト技術

者の研修受け入れを決めたことに代表されるように、韓国から日本へ技術研修目的で人材を受け入

れ、研修後は日本国内でソフトウェアの「共同開発」に従事させる、あるいは帰国後に会社間で国

際分業を行う20、 とぃぅものが多い。

この背景には、当時、日本のソフトウェア産業は急増する開発需要に対応しきれず開発技術者の

191982年、韓国の三星電子と日本のハ ドソンが日本でのソフトウェア共同開発を行っている。また同年、日
本の図形処理技術研究所いが自社で開発したCAD/CAMソ フトを韓国で販売するために三星電子と販売提
携している。

2080年代初頭は韓国ではまだ高度先端技術分野の企業に対する外国人投資が認められていなかったので、日
韓双方の企業が出資する形での合弁企業設立が困難であった。この時期のソフトウェアにおける国際分業に
ついては、文末資料 1、 資料 2を参照のこと。

-45-―



経済研究6巻 4号

絶対量不足が深刻化していた2た め、外国に生産移転するか、外国から技術者を調達する必要があっ

たことがある。しかし、製造業と異なり技術者のスキルに依存する部分が大きいソフトウェア開発

は海外移転が容易ではないので、残る選択肢として外国から技術者を日本に研修の形で受け入れる

ことになった。とりわけ、韓国は地理的に近いのみならず、他のアジア近隣諸国と比較するとソフ

トウェア産業が発展しているうえに教育水準が高く、さらに北米と比較すると技術者にかかるコス

ト (人件費)が安価であることから提携先として優位にあった。開発コストに起因するこうした人

材を中心とする提携の流れは、90年代には台湾、さらにインド、シンガポール、中国へと移って

いくこととなる。

(a1990年代前半における日韓ソフトウェア業の提携関係

…下流行程開発の「分業」請負から製品開発委託ヘ

90年代に入るとそれまでの大型汎用コンピュータを中心としたシステムから、パーソナルコン

ピュータを中心としたシステムヘといわゆるダウンサイジングとオープン化への移行が徐々に始ま

る。これは同時に、特定顧客の発注に応じてソフトウェア開発を行う、いわゆるカスタムビルドの

ソフトウェア開発からパッケージ製品としてのソフトウェア開発への移行を促すこととなった22が
、

当時、日本のPC市場はNECを 中心に世界的に互換性のないプラットフォームとOSが独占的な

地位を占める特殊な状況にあつた。そのため、海外のソフトウェア会社が日本でパッケージソフト

ウェアを販売するには追加的なコストが必要とされ、日本市場への参入は容易ではなかった。

こうした状況下で、韓国のソフトウェア企業は日本企業の業務請負実績、 2バイト系の文字処理

での優位性を生かし、従来のおもに下流行程を中心とした請負から企画・設計といったより上流工

程を含む製品開発全体を請け負うようになる。いわば、垂直的国際分業から水平的国際分業への移

行といえる。

01991年  韓国ソリマチが PC用 ソフト開発

01991年  日本のコアがソウルコアで CAD/CAM用 ソフトとマイコン関連ソフトを開発

・1991年 韓国・大宇グループが福岡ソフトリサーチパークに現地法人を設立

しかし、90年代中期からはいわゆる「バブル」崩壊後の日本経済の低迷を受け、ソフトウェア

開発需要が以前ほどの伸びを示さなくなったこともあり、ソフトウェアビジネスをめぐる日韓での

動きは全体として 80年代ほどの活発さを失っていく。

21通産省は1990年 に60万人のソフトウェア技術者が不足すると予想し、いわゆる「ソフトウェア危機」が言

われていた。
22当時、日本のソフトウェア市場におけるカスタマイズソフトウェアの割合とパッケージソフトウェアの割合

は9:1と いわれた。それに対し、米国では4:6、 英国、西 ドイツ (当時)では6:4であった。
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(3)1990年 代後半における日韓ソフ トウェア業の提携関係

…コス ト主体の提携から技術主体の提携へ、韓国から日本ヘ

90年代中期からいわゆるDOS/Vと WindOwsを 中心とするPCが 日本で普及し始めたことによ

り、ソフトウェア企業は日本市場向けにソフトウェア製品を開発する際のコストが軽減できるよう

になり、日本のソフトウェア市場は外国企業にとって、より参入しやすいものとなった。その結果、

それまでと異なり韓国のソフトウェア企業が日本企業と提携して日本で自社のソフトを販売すると

いうケースが増えてきた。さらに、家庭用ゲーム機の爆発的普及によリゲーム用ソフトウェアが大

きな市場を形成し、文化の共通性がある韓国はこの分野でより日本に「近い」存在となった。

1997年後半から始まったアジア経済危機は韓国経済へも深刻な影響を与えたが、韓国のソフト

ウェア産業はこの時に財閥系企業からスピンアウトした優秀な人材を中心に多くのベンチャー企業

を創設していく。すでに96年夏には、日本より早くベンチャー向けの証券市場KOSDAQが設立

され、人材面、資金面において流動化が進んでいたことに加え、技術面においても韓国のソフトウェ

ア会社は急速に高度化し、国際的な競争力が増してきていたことがその背景として挙げられる。

・ 1995年  韓国の I・ NETテ クノロジーズが日本の NKBと提携 し、インターネット利用の囲碁

対局ゲーム事業を展開

01997年 日本のアンフィニ・ エンタティメント・ テクノロジが韓国のミリネと業務提携しゲー

ムソフトの共同開発を開始。 ミリネのPCを利用した 3Dエ ンジン技術とアンフィニの映像効果

技術の相互補完。

・1998年  日本のソフトウェア販売最大手・ ソフマップが韓国・ハンコムの韓国語 PCソ フトを

中心に日本での販売を開始

01999年 韓国のナモ・インタラクティブの製品を江守商事が日本で販売

・ 1999年  日本のゲームソフト会社コーエーがコーエー・ コリアを設立し、ゲームパン (房)な

どでオンラインゲーム事業を展開を開始。

・ 1999年  日本のインターコムが通信ソフト系の高度技術者の人材確保を目的として2002年 をめ

どに韓国のメディアバレーにソフト開発子会社を設立すると発表。

・1999年 韓国のOCRのインターネット関連ソフトを日本のソフトバンクが日本で販売

01999年  韓国のハンディソフトの業務管理ソフトウェアを住商エレクトロニクスが日本で販売

しかし、勃興した韓国のネット系ベンチャー企業は 98年からの 3年間で大きな変動を経験する

こととなった。1998～99年の間、KOSDAQが連日のように最高値を更新 していたことに象徴さ

れるように、韓国の IT関連市場、なかでもインターネット関連市場は急成長を遂げていたが、

2000年 4月 の暴落を境に急速に危機論が表面化してくる。         
・
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“

)2000年以降における日韓ソフ トウェア業の提携関係

2000年は日韓のソフトウェア業の提携関係において大きな転換の年となった。それはそれまで

順調に成長を見せていた韓国のネット系ベンチャー企業の多くが KOSDAQの暴落を契機として

経営危機に陥ったため、新たな戦略への転換を迫られたのである。韓国のインターネット業界が

2000年 7月末から8月 初に実施した調査23で は、回答者の 8割以上が韓国におけるインターネット

関連市場の危機の深刻さを指摘している。佳相文によると、こうした危機に対して、韓国の企業は、

1.イ ンフラの強化、 2.収益モデルの創出、 3.積極的 M&A、 4.構造調整、 5。 海外進出と

いった企業戦略をとって対応しており、海外進出のパターンとしては、中国、米国、日本などを挙

げている。韓国のソフトウェア業は、自国内の危機に対応する形で日本への進出を進めていくこと

となったのである。それまでの韓国政府の積極的な輸出支援策にもかかわらず、韓国のソフトウェ

ア産業は依然としてまだ内需が主導する型であった。しかし、2000年に顕在化 した危機は、韓国

国内市場の制約 (絶対的な市場の小ささ、など)か ら、いやおうなく韓国ソフトウェア産業を外へ、

なかでも日本へと向かわせた。それらのネット系ベンチャー企業にとって「日本は社会構造も市場

も韓国に似ているので米国企業よりもわれわれの方が入りやすい。」(朴圭憲・enet社長)Z市場と

認識されており、同時に、日本でも急速に普及が進むADSLを中心としたブロードバンド関連技

術や電子商取引 (EC)な ど韓国ソフトウェア産業が持つ優位性
んを生かした新たな日韓の提携戦

略が求められるようになったのである。韓国政府もそれを支援する形で、ソフトウェア産業、なか

でもコンポーネントソフトウェアとデジタルコンテンツ技術の育成を中心に投資を増額させてい

る26。

・ 2000年 5月 29日 から6月 1日 まで東京 (渋谷)で開催された韓日ベンチャー交流会には、韓国

側からBitLife、  デジタルコミュニティ、Oxy、 e― corporationな どの各社から約 10名が参加

した。日本からはデジタルハリウッド、BitValley Associationの代表など約 60名が参加した。

・ 2000年 9月 、日韓の首脳が「日韓 ITイ ニシャティブ」を共同声明として発表。IT分野におけ

る両国政府の協力関係を明文化。

232000年 7月 31日 から8月 3日 までインターネット関連企業の取締役 130人 を対象にアンケートを実施。桂

相文「韓国の ドット・ コム (.cOm)企業の現在と未来」 (『韓国経済研究』vol.1,No.2,2001年 3月 、

p.p31-44)
24ヵ ナダ政府の報告書は「依然として日本市場は商慣習や文化などの点から見ると北米市場とは異なることを

意識する必要がある。」と述べている。
25韓国のenetが電子商取引ソフトを日本の 7社のサイトに供給、また、韓国のポータルサイト・ ゴールドバ

ンクが日本で事業を展開するといった例もでており、「PC利用のネット技術では韓国企業が (日 本よりも)

一年先を行く」(洪広錫 0ビ ットヒル社長)状況にある。
262000年度、韓国政府・情報通信部は前年より27%多 い 940億 ウォンをソフトウエア産業に投資する計画を

たてた。分野別には技術開発支援と普及拡散 386億ウォン、創業基盤拡充や集積化推進 198億 ウォン、流通

構造装備と内需市場拡充 95億 ウォン、海外進出支援活動 87億 ウォン、人材養成事業 67億 ウォン、ゲーム

やデジタルコンテンツ産業育成 55億 ウォンなどである。 (朝鮮日報 2000.04。 12)
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・2000年 日本のゲーム開発会社バンタンインターナショナルが (財)韓国人材開発院と提携し、

ゲームソフト関連の人材開発を開始

・ 2000年 日本のデジタルハリウッドが韓国の延世大学、現代セガエンターティメントとデジタ

ルコンテンツ関係の技術者育成の合弁会社を設立。

2001年になると、前年 9月 に発表された日韓 ITイ ニシャティブを受けて、韓国政府は積極的に

ソフトウェア業の対日進出を支援するさまざまな動きをとるようになる。なかでも、入国規制の

相互緩和にみられるように、政府レベルでの人材交流に関わる動きが強まる。

・ 2001年 5月 、日韓両国政府と業界団体によって設けられた定期懇談会である「 日韓ソフトウェ

ア協力推進懇談会」で、人材交流や企業提携の支援とともに、情報処理技術に関する技術者試験

の相互承認もその主要な課題として議論
η
。

・ 2001年 7月 、韓国政府情報通信部の外郭団体、韓国ソフトウェア振興院 (KIPA)が情報技術

(IT)関連ベンチャーの日本進出を支援する出先機関
28「iPARK Tokyo― 東京 IT支援センター」

を東京・霞が関に開設。約 200社の入居希望企業からブロードバンド対応の通信機器やオンライ

ンゲームの開発を手がけるベンチャー 16社が入居。

・ 2001年 8月 、ジャスネットは韓国の IT技術者を日本の企業に派遣するため、韓国の明知大学、

淑明女子大学
29、

韓国労働省の関係機関「韓国産業人力公団」などに視察団を派遣した。ジャス

ネットでは2001年度中に約 330人の韓国技術者を採用して日本の国内企業に派遣する計画を持っ

ている。

・ 2001年 9月 、日韓両国政府はIT関連技術者の入国規制を相互に緩和することに合意 30。 この規

制緩和は日韓両国の ITベ ンチャーの提携を支援するものとされ、韓国では今後 5年間で 1万人

の IT技術者を日本に派遣する方針譴
。

このように、日韓両国間で IT技術者を派遣一受入する関係が強まっている状況は一見すると、

1980年代と似た状況にも見受けられる。 しかし、1980年代の人材交流が日本における量的な人材

27「 日本・韓国、ソフト分野、協力強化 一一人材交流、経産省が懇談会設置」 (日本経済新聞 2001.5。 28朝
刊 17面)こ の懇談会は日本の経済産業省、情報サービス産業協会 (」ISA)、 韓国情報産業連合会 (FKII)
が共同で設置し、人材交流、企業提携の促進、対日進出企業の支援センター設置、技術者試験の相互承認な
どを協議している。李龍兌 OFKⅡ 会長は、日本が 2005年までに3万人の外国人 IT技術者の受け入れを目
指していることに対 し「50%は韓国人を採用してほしい」と表明している。

28ァ ィパ_ク は韓国政府が同国の ITベ ンチャーの海外進出を支援するために各国で開設を進めており、日本
は米国 0シ リコンバレーと中国・北京に続 く三拠点日である。2001年度中に英国、中国・上海、米国・ ボ
ストンにも開設する予定である。KIPAの李院長は「規模の小さい ITベ ンチャーに対して、政府が国際舞
台に進出するための土台を提供する」と述べている。

29韓国では政府の助成を受けて 2001年 4月 から5つ の大学で、日本向けの IT技術者の育成を行っている。
30こ れまで、韓国の IT技術者が日本国内で就労するには、原則として理系短大卒以上の学歴、もしくは 10

年以上の実務経験がないとビザ取得が困難であった。 (日 本経済新聞 2001.8.17夕刊)
31日刊工業新聞 2001.8.218面
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不足とコスト面からの要請で進展したのに対し、現段階での人材交流の活発化は技術の相互補完、

韓国から日本への市場展開などから進展しており、質的には大きく異なるといえよう。

おわりに

以上、1980年代から2001年までの流れを四つの期間に分けて概観してきたが、表 4を もとにこ

れらを冒頭に挙げた三つの軸で整理すると下記のようになる。

まず、第 1に、場所=地理的活動領

域を見ると、1980年代から1990年代

前半までは韓国が中心となっており、

1990年代後半から現在は日本で展開

されることが多くなっている。

第 2に、主体=提携のイニシャティ

ブであるが、1980年代から1990年代

後半まで、相対的に日本企業が主体と

なって提携を展開 しているが、 2000

年以降、韓国企業が主体となって提携

が進められている。

第 3に、目的=提携領域である。こ

こでは資源依存の視角を単純化し、市

場のための販売目的か、製品開発など

を軸とした技術面での提携かで分析し

た。しかし、これについては時系列で

の差異が必ずしも明確にならなかった。

1980年代から現在にいたるまで、全

体を通じて相手国市場における自社製

品 (サ ービス)の販売のための提携関係の構築が主流になっている。 しかし、内容を見ると、同じ

市場目的であっても 1980年代から 1990年代前半までは韓国の市場で日本企業が活動するための提

携が相対的に多 く、 1990年代後半から現在は韓国企業が日本市場で展開するための提携関係の構

築が多い。

最後に、これからの日韓ソフトウェア業における提携戦略の方向性と課題を挙げておきたい。ブ

ロー ドバンド関連技術や ECサ イ ト構築など、日本において相対的に優位性を持つ領域を中心に日

本市場で提携戦略を展開している韓国企業であるが、いわゆる「ネットバブル」の崩壊と長引く景

の主たる場所)

場  所

時  代 日本 韓国  (空白) 総計

1980年代

1990年代前半

1990年代後半 7

2000年以降

総  計

提携の主体

主  体

時  代 日本  韓国  (空白) 総計

1980生Ffヽ

1990年代前半

1990年代後半

2000年以降

総  計

(提携の目的)

目  的

時  代 販売主体 技術・開発主体 (空白) 総計

1980生Fft

1990年代前半

1990年代後半

2000年以降

総  計
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気の低迷が影響をもたらしている32。
安定した日本側パートナー企業との提携により、長期的な戦

略で臨むことが必要であろう。また、日本で急速に普及がすすむ ADSLに ついて現状では韓国企

業の方が技術と実績を持っているが、日本の今後のネットヮーク環境の整備を展望すると光ファイ

バーが主流となるに違いない。そう考えるとライフサイクルが短い特定の技術をベースとした提携

よりも、今後はより付加価値の高いコンテンッ関連での提携が有効な戦略となる。一方、現在の日

本はネット環境でみるとアジアの「中進国」でしかなく、知識やアイデアなど「知識創発」が成長

と付加価値の源泉となるグローバル経済においては、従来、製造業で展開されてきた日本がアジア

を牽引するという「雁行型」の発展モデルでは対応できないであろう田
。そういう意味では、日韓

両国の企業が対等な関係と同じ戦略的目標にたって、お互いに不足している資源を相互補完する立

場から協業 (コ ラボレーション)を進めていく必要がある。

将来、日韓両国がともに世界市場をマーケットとして戦略的提携を構築しようとする場合、携帯

電話を中心としたモバイルインターネットに関連したデジタルコンテンツや CGなどの画像ソフト

ウェア関連技術が世界的にも競争力を持つ可能性が高いと思われる。なかでも有力なのがアニメー

ション映画関連であろう。日本で過去最高の観客動員を達成 した「千と千尋の神隠し」(宮崎駿監

督)の場合、人物画と背景画をコンピュータに取り込んでデジタルデータ化し、画面上で彩色や画

像修正を施す全編フルCG方式で撮影されているが、この方式は一方で膨大な入力作業を必要とす

るためコストが割高になる。制作にあたったスタジォジブリは、一部の人物画描写と彩色作業を韓

国の映像スタジオ「D・ Rス タジオ」に依頼、分業している・ 。アニメやゲームソフトは日本が世

界的な競争力を持つコンテンツであり、コンテンツをデジタル化しネットヮークを用いることで、

国境を超えたデータ制作の同時分業を行うことが可能となってきた。こうした国境を超えた分業で

競争力を高めるという戦略は製造業でよく見られたが、今後はソフトウェア、なかでもデジタルコ

ンテンツでも大きな流れとなることが予想される。こうした流れを考慮して、韓国政府もまた、ゲー

ムを含むコンテンツ産業の育成に力をいれている。2001年 2月 に発表された韓国・文化観光部の

「新年業務報告」は、ゲームを含む文化コンテンツ事業を知識経済部門の中核産業として位置付け、

その具体的な育成策として、先端デジタル・テーマ●パークを春川 (チ ュンチョン)・ 水原 (ス ウォ

ン)・ 光州 (ク ァンジュ)・ 清州 (チ ョンジュ)な どに各地に造成する。また、民間と政府からそれ

ぞれ 50:50の割合で支援を受け資本金 2000億ウォン規模でゲーム・映画・ アニメなどコンテンツ

32た とぇば、2000年 4月 に韓国のソフトゥェアベンダー、イーネット・ コーポレーションが設立 した日本法
人、コマース21の場合、設立後 1年間で主力商品であるECサ イト構築パッケージを約 40サ イトヘ販売し
たが、「(2001年)5月以降は商談の数や規模が縮小している。難しい局面にあることは確かだ。」(有延敬三
社長)と いうように当初の戦略の転回を迫られ、新たにCRMパ ッケージを収入源の柱として投入している。
(「ネットバブル崩壊を乗り越えろ」『 日経コンピュータ』2001.9.10号、p.p32-34)

33「揺らぐ競争優位 (中 )ソ フト開発など後れ」日本経済新聞 2001.6.2朝 刊 5面
34日本経済新聞 2001.8.14朝刊 3面
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開発専門会社であるコリア・ ミュージアム (KOREA@MUSEUM)を 設立する計画を発表 した。

文化観光部は他にもゲームやアニメなどに対する文化産業支援センターの現場支援、文化コンテン

ツ産業の育成のための「文化産業振興基本法」の全面再編、ゲーム開発 0流通構造の改善のための

長期の低利融資など多方面での支援の強化を推進する方針を打ち出している5。

また、今後のアジアのソフトウェア業を考える上で、知的所有権の問題がより大きなものとなる

ことが予想される36。 これは韓国をはじめとしてソフトウェアで躍進 しつつあるアジア諸国に共通

した問題であるが、世界市場で提携戦略を遂行するためには国際的な知的所有権保護の枠組みの遵

守はよリー層重要なものとなろう。

筆者は 2000年 6月 に本稿の中間的な報告を韓国で行い37、 その際、「技術の相互補完をベースと

した日韓のソフトウェアコラボレーションを」という主張を行ったが、その後、ソフトウェア業を

めぐる日韓の協力関係は当時の予想を上回るスピー ドで急速に拡大 しつつある38。 この傾向が時代

を画する日韓のソフトウェア業界の新 しい段階へと移行するのか、それとも日韓両国の経済的なファ

ンダメンタルズに規定される過渡的な状況にすぎないのかについては今後も検討する必要がある。

また、本稿では、個別企業の提携戦略をおもに新聞記事をベースとして量的に把握することを試み

た。日韓のソフトウェア業における提携状況を定期的に細かいレベルで捉える調査・統計が存在 し

ないためやむをえない方法ではあるが、当然のことながら、報道されない事実は把握できないこと

になる欠陥がある。さらに、捉えた事象もその多 くは「 (提携のための)こ れからの行動」であり、

その行動の成否、さらには実行後の結果、規模の大きさは把握できないといった限界がある。これ

らの限界をどのように補いながら日韓両国ソフトウェア業における提携戦略をより正確に把握する

かもまた今後の課題である。

35朝鮮日報 2001.2.15
36こ の点についてはすでに「このような特許侵害、あるいは侵害しないにしても特許料などが過度に低位に設

定されるという慣行が一般的なもとでは、円滑な技術移転は不可能になる。しかも、モノにかんする技術に

比して知的所有権に対する保護が困難なコンピュータ・ ソフトウェアの重要性が増すようになればなるほど、

この問題は深刻となるであろう。したがって、国際的な知的所有権制度の確立、特許等の価値を正当に評価

しようという国際的な合意形成がなされ、イノベータヘ十分なロイヤリティを支払うという姿勢・慣行を確

立することが、今後必要性を増すことになろう。」(菰田文男『アジアとの関係深化と技術交流』(財)機械

振興協会経済研究所 平成 6年 5月 、p.11)な どの指摘がなされてきた。

2001年 2月 、金大中大統領は「コンピューターソフトの不法な複製を防ぎ、情報化社会の知的財産を保護で

きるよう政府が断固たる決断を下す必要がある」とし、ソフトの不法複製追放策を講じるよう情報通信部に

指示した。情報通信部の孫弘情報通信政策局長によると韓国のソフトの不法複製率は1995年 76%か ら1999

年 50%、 2000年 45%と減少の傾向にあるが、「不法な複製が 1%減れば売上げは 1兆 ウォンが増大する」。

(「朝鮮日報」2001.02.19)
37本稿は、2000年 6月 に第 15回韓日経済経営国際会議 (韓国・全南大学)で報告 した拙稿「ソフトウェア産

業における日本一韓国関係」をもとに、その後の状況などを加えて全面的に加筆修正したものである。
382001年 に入り報道面においてもソフトウェア業界の日韓協力がとりあげられるようになった。例として特

集「韓日新時代 ITコ ラボレーションの幕開け」 (『 日経コンピュータ』2001.4.9号、p.p56～85)な どが

ある。
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(本稿の作成にあたって、韓国・対外経済政策研究院 (KIEP)の 李鴻培氏 (在 」ETRO)を はじ

めとする韓日両国の研究者から貴重な助言をいただいた。この場を借 りて謝意を示 したい。)

[参考文献]

・「本とコンピュータ」編集室・編『別冊本とコンピュータ③コリアン・ ドリーム ! 韓国電子メ

ディア探訪』 (ト ランスアート、2000年 7月 )

・韓国IT研究会・編『なぜ日本は韓国に先を越されたか』(日刊工業新聞社、2001年 6月 )

・「アジアとの関係深化と技術交流」(機械振興協会経済研究所、1994年 5月 )

[資料 1]

「アジアにおける情報産業の現状と国際協力に関する調査研究―東アジア・東南アジアの中進国

を中心として一」(機械振興協会経済研究所、委託先 :(社)平和経済計画会議、1987年 3月 )

6。 日本との国際分業の可能性

日本とアジアNICs諸国との間で国際分業が成立するとすれば、当面は日本のソフトウェアの一部

をそれらの諸国で開発する垂直的分業関係になろう。その中には3つ の形態が考えられる。

a。 日本国内で発生したソフトゥェア需要の一部を担当する。 したがって開発された製品は日本

に輸出される。(日 本市場指向)

b。 日本で開発されたソフトウェアを現地市場向けに開発する。(現地市場指向)

c。 日本で開発されたソフトゥェアを国際市場向けに開発する。(国際市場指向)

以上の 3形態に共通することは、ソフトウェァの基本的部分はあくまでも日本で開発されるという

ことである。

さらに理論的に考えると、開発されるソフトウェアがアプリケーション・ ソフトウェアか基本ソ

フトかによって分業の形態、将来の可能性が異なってこよう。 したがって、国際分業の対象となる

ソフトウェアは図表 6の ように分類され、それぞれについて可能性が検討されなければならない。

基本ソフト分野については、市場により異なることがないので日本市場のみを考えておけばいい

だろう。この分野 (表中の A2タ イプ)は言語や慣習の障害等が少ないので、比較的国際分業が組

みやすいと考えられている。事実、あるコンピュータ・ メーカでは韓国の現地法人が基本ソフトの

一部を開発する体制をすでに組んでいる。

それに対 してアプリケーション・ ソフト分野は、開発されるソフトウェアの内容が使用される国

の言語、文化、慣習によって左右されるので国際分業が難 しくなる。その中にあって、日本で開発

されたパ ッケージ・ ソフトを現地バージョンに修正する開発業務 (Blタ イプ)は、現地で行わざ
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るを得ないというこ

メーカやパ ッケージ

は始まっている。

とで事実上国際分業が進むことになろう。これはとくに日本のコンピュータ・

・ ソフトを開発するソフトウェア企業等で必要になるし、すでに一部その試行

図表 6。 国際分業の対象となるソフトウェアの分類

ソフトウェアの種類

1.ア プ リケーション 2.基本ソフト

最終市場 A。 日本市場指向 Alタ イプ A2タ イプ

B。 現地市場指向 Blタ イプ

C。 国際市場指向 Clタ イプ

つぎの国際市場指向のアプリケーション (Clタ イプ)についても同様のことが試みられている。

日本で開発されたソフトウェアを国際市場で販売するには英語版のバージョンを開発しなければな

らない。そこで、英語が一般的に用いられているシンガポール等でそれを担当させようという考え

方で、日本電気のシンガポール法人の試みがこれにあたる。

最後の日本市場指向アプリケーションの分野では、日本で概念設計等の開発の前工程を担当し、

詳細設計以降の開発業務をアジアNICsに 担当してもらうという考え方をもって試行している企業

がすでにでている。そのさい現地に法人を設立し、そこに担当させるというのが一般的なパターン

である。しかし多くの企業がすでに失敗し、それを本格的に実行している企業は皆無といっていい

だろう。

その中にあって準備を着実に進めている企業もあり、今後の動向を特に注目する必要がある。も

しこのタイプの国際分業関係が成立すれば、製造業でみられるようにその規模と広がりは急速に拡

大していくであろう。

但し最大のネックは日本、日本の文化・習慣をベースに開発されねばならないソフトウェアに現

地側が対応できるような開発体制を組めるか否かにあると考えられている。その1つ の解決方法と

して、現地技術者に日本で長期に研修し、あるいは実務を経験してもらい、その人たちが現地で開

発にあたるという方法が幾つかの企業で試行されている。

これらの試みが功を奏した時に、日本とアジアNICsと の間にソフトウェア開発の国際分業が開

花し、それらの国の経済発展に大きく貢献することになろう。そのためにはどのような環境整備が

必要になるのか、あるいはどのような障害をどのように解決すればいいのかに関する研究が今後積

極的に進められねばならない。

(p.12-14)
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[資料 2]

「ソフトウェア産業の国際分業と技術移転に関する調査研究」

(機械振興協会経済研究所、委託先 :(社)平和経済計画会議、1988年 3月 )

この報告書は韓国情報産業協会の協力を受けて、1987年 9～10月 に日韓両国のソフトウェア企

業を対象 (回収数 日本 :368社、韓国 :66社)と して実施されたアンケートがベースとなってい

る。この調査によると、当時、国際的な共同開発に取り組んでいる会社は日本で実施済みが 4%、

予定が 16%、 韓国で実施済みが 20%、 予定が 47%と なっている。対象国は、日本一米国 28%、 日

本一韓国 19%、 日本一中国 11%、 日本一台湾 8%、 韓国企業については、韓国一日本 36%、 韓国一

米国 25%と なっている。また、共同開発の目的は、日本企業がコスト削減 (47%)、 海外市場拡大

(32%)な ど「ソフトウェア生産合理化型」「海外市場拡大型」であるのに対して、韓国企業は技術

力強化 (59%)、 海外市場拡大 (41%)、 海外情報の入手 (35%)な ど「技術力強化型」、「技術導入

型」となっている。

[資料 3]

「情報サービスの国際化とわが国の情報産業の今後の展開に関する調査研究」

(機械振興協会経済研究所、委託先 :(株)ジ ェー・ イー・ オー、1990年 4月 )

本報告書では、情報サービス産業、なかでもソフトウェア産業の国際化が与える影響と展望を明

らかにすることを目的としている。この中で、韓国のソフトウェア産業について下記のように述べ

られている。

「 1987年 のソフトウェア業界とハー ドウェア業界を前年と比較 した場合、ハー ドウェア業界の売

上高は 28.1%、 純利益は 1.3%と 小幅な伸びであったのに対 し、ソフトウェア業界の売上高は 54.6

%、 純利益は 200%以上と大幅に増加 した。ソフトウェア業界の売上げや純利益がハー ドウェア業

界より急成長 したのは、ソフトウェア.需要の拡大、ニーズの多様化、プログラム保護法施行によっ

てソフトウェア市場の秩序が安定 してきたためである。」 (p.64)「 ②ソフトウェア産業の重点育成

韓国のコンピュータ産業は、これまでハー ドウェアの生産に注力 してソフトウェア分野が弱かっ

た。これがソフトウェア部門の育成が遅れてコンピュータ産業がシステム産業に発展する制約要因

になっている。すでにソフトウェアの比重がハー ドウェアより相対的に高 くなっているばかりでな

く、労働資源が比較的豊富であることから、将来性からもソフトウェア産業の育成は韓国が当面す

る最 も重要な課題の 1つである。」 (p.68)
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